
長野県生涯学習審議会（第1回）次第

日時　平成20年7月28日

午後1時30分から

場所　ホテル信濃路2階「穂高」

1　開　会

2　教育長あいさつ

3　自己紹介

4　会議事項

（1）会長の選任について

（2）会長職務代理者の指名について

（3）長野県の生涯学習振興のあり方について（諮問及び説明）

（4）今後の生涯学習審議会の計画について

（5）長野県の生涯学習振興施策の概要説明

ア　文化財・生涯学習課

イ　生涯学習推進センター

ウ　県立長野図書館

（6）意見交換

（7）その他

6　閉　会
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平成20年（2008年）7月28日

長野県教育委員

長野県生涯学習審議会会長　様

長野県の生涯学習振興について（諮問）

近年、急速な科学技術の高度化や情報化、高齢社会の進行や「団塊の世代」の

大量退職等により・生涯を通じた新しい知識や技術を学習する機会の確保や、

高齢者等の生きがいづくりにつながる学習活動など・生涯学習が果たす新たな

役割が生じてきています。また・少子化・核家族化・都市化等による人間関係

の希薄化や家庭の多様化等により、地域の教育環境が変化し、家庭や地域社会

の教育力の低下が指摘されています。

これに関連し、中央教育審議会は、「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方

策について～知の循環型社会の構築を目指して～」を答申（平成20年2月）し・

「国民一人一人の生涯を通じた学習の支援」と「社会全体の教育力の向上」を

二つの柱として、方策が提言されたところであります。

本県では、直面する変化や課題に的確に対応し・新たな時代にふさわしい長

野県づくりを計画的、総合的に推進するため、’長野県中期総合計画（平成20～

24年度）．を策定しており、新たな生涯学習振興にかかわっては、「生涯を通じた

学びや育ちの環境づくり」を目指しています。

このような状況を踏まえ、社会の変化や課題に対応した学習活動を促進する

とともに、学んだ成果を地域に活かし、家庭や地域社会の教育力向上につなが

る環境づくりを推進する観点から・下記の事項を諮問いたします。

記

新しい時代にふさわしい長野県の生涯学習振興のあり方について



資料［コ

教育基本法（平成18年12月）　生涯学習関係条文抜粋

（生涯学習の理念）

第三条　国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができよう、そ

の生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、

その成果を適切に生かすことができる社会の実現を図らなければならない。

（家庭教育）

第十条父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであっ

て、生活のために必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身

の調和のとれた発達を図るよう努めるものとする。

2　国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対する学習の

機会及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう

努めなければならない。

（社会教育）

第十二条　個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び

地方公共団体によって奨励されなければならない。

2　国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、

学校の施設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教

育の振興に努めなければならない。

（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力）

第十三条　学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割

と責任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努め．るものとする。
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中央教育審議会答申（平成20年2月）の主なポイント

こ向けた新しい時代に対応した自立した個人や地域社会の形成に
重要性生涯学習振興・社会教育の必要性1

国民一人一人の生涯を通じた
学習への支援

個人の要望 社会の要請

○変化に対応し、社会を生き抜く力
（「生きる力」等）の育成
一学校外の活動プログラムの検討の充実

○多様な学習機会、再チャレンジ可能な
環境の整備、相談体制の充実
一生涯学習プラットフォームの形成

○学習成果の評価の通用性向上
一検定試験の巽保証の仕組みの検討 等

「
知
の
循
環
型
社
会
」
の
構
築

社会全体の教育力の向上・

一地域の課題・目標の共有化～

○身近な地域における家庭教育支援
－きめ細かな学習機卦情報の提供、相談対応

○学校を拠点に地域ぐるみで子どもの
教育を行う環境づくり
蠣学校支援の仕組みづくり、放課後の居場所づくり

○社会教育施設等のネットワーク化
一公民館、図書館、博物館等の活用

○大学等との連携　　　　　　　等

新たな施策

＜制度＞
○社会教育関係三法の改正
瑚育委員会の新たな役割の明確化（学校支援活動や家庭教育支援等）
■司書及び学芸員等の資格要件の見直しと研修の充実

等

＜事業による仕組みづくり＞

○地域ぐるみで子どもの教育を行う環境づくり
・放課後子どもプラン、学校支援地域本部事業の推進

○学習成果の評価の仕組みづくり
・民間事業者が行う検定試験等に関する評価鞄客観性や質を担保する新たな仕組みづくり
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長野県の生涯学習振興

学習機能の活性化 多様な学習活動の活発化 生涯学習推進体制の整備

／○家庭教育の振興、学校教育の充実・社会教育の充実、企業内教育の振興、職業訓練・
l　職業教育の充実、団体活動と民間教育事業の振興

！○健康づくりの促進、スポーツ活動の振興、芸術・文化活動の振興、国際交流の推進・

：人権意識の高揚、ボランティア活動の振興、生涯学習による地域づくりの振興
i O学習情報の提供体制の整備、学習相談活動の充実、指導者の充実、生涯学習関連施設

t　の設備充実、学習成果の評価と活用の場の確保、総合的に推進する県的拠点の整備　／

◇生涯学習環境の整備　◇多様な主体による学習活動　◇生涯学習の意欲の高まり

■社会の変化に対応した生涯学習活動　■地域社会の教育活動への参加の基盤づくり

新たな生涯学習振興ビジョンの必要性
一一■■■■・■一一一一一一一一一一一一一一●一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■－●－●■－■‾■■‾‾‾

教育基本法の改正（平成18年12月）

「生涯学習の理念」「家庭教育」「社会教育」「学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協加等規定の充実

中央教育審議会答申（平成20年2月）

「新しい時代に対応した自立した個人や地域社会の形成」

民一人一人の生涯を通じた学習

「『知の循環型社会』の構築」

への支援」と「社会全体の教育力の l

・．．．＿＿＿●．＿．．＿－＿－＿＿＿ノ

長野県中期総合計 成20～24年度）「“活力と安心’’人・暮

「次代を担い地域を どもたちの育成、生涯を

長野県教育振興基 策

自 然が輝く信州」

る環境を創出」

平成20年度）

更なる学びにつなぐ

成果を地域に活かす

○社会の変化に対応する力

○若者、中高年の学びの機会

○高齢者の健康・生きがいづくり

○多様な学習機会と活動の充実

○学習成果の地域活用

○地域課題・目標の共有の場

○放課後の居場所づくり

○地域での家庭教育支援

○ボランティア活動の推進

○社会教育施設等との連携
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平成20年度　文化財・生涯学習課（生涯学習関係分）の主要事業
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○長野県生涯学習審議会開催事業　　　　【37万3千円】新 しい 時 代 にふ さわ しい生 涯 学 習 振 興 のあり方 につ いて検 討 を

行 うため の審 議 会 を開 催 す る。
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○ 生 涯 学 習 推 進 セ ンター事 業　　　　　 【1■0 0 8万 8千 円 】

県 民 の 多様 な生 涯 学 習 ニー ズ に応 えるため 、インター ネットの 活

用 による生 涯 学 習 情 報 の提 供 、指導 者 の養 成 、学 習 相 談 等 を行

う。済
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○ 県 立 長 野 図 書 館 事 業　　　　　　 【1 億 1 0 6 万 7 千 円 】

県 民 の 自 主 的 な 生 涯 学 習 活 動 を 支 援 す るた め 、県 立 長 野 図 書

館 の 機 能 ・サ ー ビス の 向 上 を 図 る。

・専 門 図 書 等 の 資 料 収 集 、レフ ァレ ンスの 実 施、＝一軒・
若落 〉■．

嶺

冥こ．箪季筆竃
完　　　■ぷ

舘

・県 内 公 共 図 書 館 の 蔵 書 横 断 検 索

・県 立 図 書 館 の 蔵 書 イ ンター ネ ット 携 帯 電 話 予 約

黒

…業・・1
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・菱

○ 放 課 後 子 ど も教 室 等 推 進 事 業　　　　 【3 9 6 9 万 7 千 円 】

す べ て の 子 ども を対 象 として 、安 全 ・安 心 な 子 ども の 活 動 拠 点 を ［

設 け 、地 域 の 方 々 の 参 画 を得 て 、子 どもた ち と共 に 勉 強 や ス ボ ー

ッ ・文 化 活 動 、地 域 住 民 との 交 流 活 動 等 の 取 組 を推 進 す る 0

　　　 】
芯‡豪
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旨

．．駁－淫≡
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蔓．○学校支援地域本部事業（H20国新規事業）　【一千円学鱒 と地 域 との連 携 体 制 の構 築 による多 様 な形 態 の 教 員 支 援

の 充 実 など、地 域 全 体 による学 校 教 育 支 援 の取 組 を推 進 す る。

○ 地 域 にお ける家 庭 教 育 支 援 基 盤 形 成 事 業 （H 2 0国新 規事業 ）　　　　　　　　　【 一 千 円 】
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身 近 な地 域 に 「家 庭教 育 支 援 チ ーム」を設 置 し、家 庭 教 育 の情

報 提 供 や 相 談 体 制 の充 実 、子 育 てサポ ーターの養 成 、学 習 会 等

の実 施 を通 して地 域 全 体 で家 庭 教育 支 援 の 取組 を推 進 す る。

o p T A 指 導 者 研 修 事 業　 【36万 2千 円 】
義
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m 役 員 等 を対 象 にP T A 活 動 のあ り方 等 につ い て研 修 し、指

導 者 の資 質 向上 とP T A 活 動 の 充 実を図 るため の事 業 を行 う0
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○学 社 融 合 （地 域 で子 ともを育 てる）フォーフム

葦 溌Xヨ

こ￥′墨11■畏貴

地域ぐるみで子どもを育てる機運を高め、地域教育力の再生に

っなげていくため、学校教育・社会教育の関係者が一堂に会し、
課題の共有等の場として県内各地域でフォーラムを開催する。

藁 ・or学びあい、支えあい」地域活性化推進事業【432万4千円】
ボ ラ ン テ ィア 活 動 や 体 験 活 動 、地 域 の 様 々 な 課 題 に 取 り組 み な

が ら解 決 す る 活 動 を 通 して 地 域 の き ず な づ くりを 推 進 す る。

■1＝ヨ琉
○ 青 年 の 家 ・少 年 自 然 の 家 事 業　　　　 【7 9 4 6 万 9 千 円 】

毒ざ
窮1‾こ

宗主；，≡T

べつこと

十‡

青 少 年 の 生 き る 力 と豊 か な 感 性 を 育 む た め 、情 年 の 家 」 「少 年

自 然 の 家 」に お い て 自 然 体 験 や 共 同 生 活 体 験 等 の 事 業 を 行 う。
：▼′・霞

．■竣
前賢琵
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放課後子ども教室の概要

文化財・生涯学習課

1　趣　　旨

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して、子どもたちの安全・安心な活動拠点（居

場所）を設け、地域の方々の参画を得て、子どもたちとともに勉強やスポーツ・文化活動・地

域住民との交流活動等の取組みを推進する。

2　実施主体

市町村

3　対象児童

地域の子ども全般を対象とし、主な対象は小学生

4　運　　営

（1）放課後子ども教室の実施
ア　子どもたちの安全を守るため、安全管理員を配置する0

ィ　学ぶ意欲がある子どもたちに対して、学習の機会を提供するため、学習アドバイザーを
配置する。

り　できるかぎり、小学校施設（余裕教室、校庭、体育館等）を活用して実施する0

なお、地域の実情に応じて、公民館等の社会教育施設等で実施することもできる。

ェ　年間を通じて、放課後や週末、長期休業日に継続的に実施する。
ォ・地域ぐるみで子どもを育む環境をつくるため、無償ボランティア等より多くの地域の

方々の参画を得て実施する。

（2）運営委員会の設置

ァ　市町村は、放課後子ども教室及び放課後児童クラブの運営方法等を検討する運営委員会

を設置する。

ィ　運営委員会では、事業計画の策定、安全管理、広報活動、ボランティア等の地域の協力

者の人材確保、活動プログラムの企画、事業実施後の検証・評価等について検討する。

（3）コーディネーターの配置
ァ　市町村は、放課後子ども教室及び放課後児童クラブの総合的な調整役を担うコーディネ

ーターを配置する。

ィ　コーディネーターは、放課後子ども教室と放課後児童クラブとの連携についての調整を

図るとともに、保護者等に対する参加の呼びかけ、学校や関係機関・団体等との連絡調整、

地域の協力者の確保・登録・配置、活動プログラムの企画等を行う。

5　事業の内容

（1）放課後や週末等における地域の子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を確保する。

（2）地域の様々な資質を有する多くの大人の参画を得て、子どもたちに、様々な体験・交流・

学習活動の機会を提供する。

（3）様々な体験・交流・学習活動を通して・子どもたちの社会性・自主性・創造性等の豊かな

人間性を育む。

（4）地域の子どもたちと大人の積極的な参画・交流により地域コミュニティーの充実を図る0

（5）その他子どもたちが地域の中で安心して健やかに育まれる環境づくりを推進するために

必要な活動を行う。
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学校支援地域本部事業
一地域ぐるみで学校運営を支援する体制を整備一

（新　規）
20年度予定額　5，040百万円

外部の専門人材（有償）　＼プ

連携事業
○豊かな体験推進事業
○キャリア教育実践プロジェクト
○理科支援員等配置事業
○小学校長期自然体験活動支援プロジェクト
○子ども読書応援団推進事業
○地域スポーツ人材の活用実践支援事業
○地域人材の活用による文化活動支援事業
○地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

、、支えあい」地域活性化推進事業

学

意欲のある地域住民

【学習支援活動】・
各々の授業において、担当教具の稀助として支援
【部活動指導】
・指導者を支援（スポーツ経験者・文化芸術経験者等）

【環境整備】
校内環境整備の支援（造園業関係者・電気技師等）
【登下校安全確保】
登下校中における通学路の安全指導（保護者、自治

会等ト

【学校行事の開催等】
嘩域等と連携して行う学校行事や合同行事の実施。

護者等が協力

地域住民等

【退職者】
○団塊世代（昭和22年－24年生まれ）…280万人（1中学校区：274．7人）
※　団塊世代人口は約680万人（総人口の約5％）で、2007年から2010年にかけて、
280万人が定年退職。
（そのうち、学校教具は、小学校：約31，000人、中学校：約15，000人、高等学校‥約
22，000人が退職予定）

【有資格者】（免許取得者）
（例）教具、社会教育主事、司事、学芸員、情報処理技術者、保育士、看護師、栄養士、体
育指導　委員　等

【様々な仕事・特技を持つ人】
（例）プロアマスポーツ経験者、文化芸術経験者、海外勤務経験者、伝統文化・音楽経験
者、企業技術者、造園業、大工、自然体験活動指導者、レクリエーション指導者、調理師、和
裁・洋裁、茶道・華道　等

子
ど
も
と
向
き
合
う
時
間
の
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」
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地域における家庭教育支援基盤形成事業
～　すべての親へのきめ細かな家庭教育支援手法の開発　 ～ 予定額 1，153百万円

（モデル事業：282箇所）

◎小学校，PTA．
教育委員会
◎保健t福祉部局，
児童相談所，
保健センター
◎子育て支援団体
◎企業　　等

家庭教育支援チームの創設
（原則小学校区に）

子育てサポーターリーダー．子育てサポーター．
民生委員．保健師．臨床心理士　などで構成

庭
育

効果的・体系的学習内容

につ■いての調査研究も実施

三・親育ち講座
の実施肇

子

燭諾竿5様々な状況の謂て中の軌の支援…筆意慧琵琶「1惇JY囁肌肌り丁目しサル耕′lU又抜：盛儀勤兢藤・・

成果の普及

子どもの生活リス◆ム向上プロシ●ェクト

予定額　236百万円 地方公共団体等

な展開

指導者養成標準カリキュラム開発
予定額31百万円

家庭教育手帳の作成
予定額65百万円

地域において行われている家庭教育支援事業の活性化による一層の充実
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生涯学習審議会の計画（案）

＼ H 2 0

5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 1 1 月 12 月

H 2 1

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 1 0 月

開
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月
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内
容
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会同且
内選
専任

●
定
例答
会申
一提
出

第 1 回 第 2 回 第 3 回 第 4 回 第 5 回 第 6 回

・会長選出、職務代理指名

・諮問説明

・生涯学習振興施策等説明

・課題と論点整理

課題と論点、

・答申の方向性と

答申案の構成

答 申に関わ る課題

・答申原案審議

原案 に関わ る課題

・答申畢審議

最終修正

・答申提出

・意見交換 （自由討議） 具体策及び事例紹介 及び具体策検討

・審議会計画 及び具体策検討 事例検討



平成20年度「生涯学習に関する世論調査」
」讐警斗巨

○この1年間の生涯学習の実施状況　　　　　　　　（H17．5調査）

「この1年間、生涯学習をしたことがある」　47．2％　（47．6％）

（内容）　健康・スポーツ　　　　　　22．5％　（21．8％）

趣味的なもの　　　　　　　19．8％　（18．8％）60歳代で高い

パソコン・インターネット　14．0％　（11．6％）30，50歳代で高い

教養的なもの　　　　　　　10．2％　（10．2％）

職業上必要な知識・技能　　　　9．3％　（8．9％）

○生涯学習の形式（場所・形態）

公民館などにおける都道府県や市町村などの郎合
体の講座や教室

如しチャーセンターやスポーツクラブなど民間の
講座や教室，通信教育　　　（注1〉

自宅での学習措鋤　く書籍など）
く注Z〉

何好者が自主的に行っている集まり，サークル浄
勤

職　場　の　教　育 研　　修

パソコンやイ　ンターネ　ット　など
く情稲場末，ゲーム機器などの活用を含む）

く注i〉

図　書　館，博　物　搾，美　術　柁
（注4）

ラ　　ジ　　オ　　や　　テ　　レ　　ビ

学校く高等・専修・各種学校，大挙，大学院な
ど）の公開講座や教室　　　　（注5）

学校（高等・専修・各種芋職、大学、大草院な
ど）の正規課程　　　　　　（注8）

（この1年くらいの闇に「生涯学習」をrLたことがある（小計）」とする者に，複数回等）

0　　　　　10　　　　　20　　　　　　30　　　　　　40　　　　　50（Ⅹ）

（注1）平成17年調査では、「カルチャーセンターやスポーツクラブなど民間の講座や教室」（24．9％）、
「民間の通信教育」（3．5％）になっている。

（注2）平成17年調査では、
（注3）平成17年調査では、
（注4）平成17年調査では、
（注5）平成17年調査では、
室」となっている。

（注6）平成17年調査では、
なっている。

「自宅での学習活動」となっている。
「パソコン・インターネット」となっている。
「図書館」（9．9％）、「博物館、美術館」（6．7％）になっている。

「学校（高等学校・専修学校・各種学校、大学、大学院など）の公開講座や教

「学校（高等学校・専修学校・各種学校、大学、大学院など）の正規課程」と

（平成20年5月　内閣府）
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平成20年度「生涯学習に関する世論調査」

O「生涯学習」に対する今後の意向

「今後、生涯学習をしてみたいと思う」　　70．5％　（64．0％）◆

「してみたい■と思う」47．7％＋「どちらかといえばしてみたいと思う」22．8％

30歳代から50歳代で、「してみたいと思う」が高い。

してみたいと患う（小計）70．5

（…亥当寺数）

今　　回　　調　　査（1，837人）

く平成17年5月調査）（3，339人）

（平成11年12月調査）（3，亜8人）

（平成4年2月調査）（2，191人）

【　　　性　　　〕

男　　　　　　　　　性（　828人〉

女　　　　　　　　　性（1，009人）

〔　年　i＄　〕

20　　～　　29　　歳（161人）

38　　～　　39　　歳（　295人）

40　　～　　49　　歳（　296人）

50　　～　　59　　歳（　36き人）

60　　～　　69　　歳（　361．人）

70　　歳　　以　　上（

してみたいと患わない（小計〉27．3

2．2

してみたいと患う　　　　　　　わからない　してみたいと患わない

0　　10　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　　　70　　　的　　　90　　100（％）

（平成20年5月　内閣府）



平成20年度「生涯学習に関する世論調査」

○地域や社会の教育活動への参加希望

「今後、F地域や社会における載融の支援や指導に参加してみたいと患う」　44∴2％

「参加したい」15．3％＋「どちらかといえば参加したい」28．9％

40歳代、50歳代で、「参加したい」が高い。

参加したい（小計）44．2

参加したい　　どちらかといえば・
参加したい

わからない

参加したくない（小計）53．2

どちらかといえば・毒功即したくない
奉加したくない

（該当者致）

数日，837人）

〔　年　　墓石　〕

別　　～　　29　　歳（161人）

30　　～　　39　　歳（　295人）

）人692（歳9．
4～

▲
‖
U
4

ヽ
’
′人

●
一
－
83（歳95～

h
U
5

刃8
血
‘
＿

（歳96
～

06

力6，上以歳07

10 2tI 30　　　　40　　　　50　　　　60　　　　70　　　　80

☆参加してみたい教育活動　　（参加したいと答えた者に複数回答）

1趣味のための学習活動に関する指導、助言など

2　地域での奉仕活動の支援〕

3　地域の子ども会のレクリエーション活動や自然体験活動など

4　仕事に関係のある学習に関する支援や指導

5　子育て・育児を支援する活動

6　地域での伝統行事やスポーツの指導

7　放課後における学校施設を利用した学習指導やスポーツ・文化活動

8　地域ぐるみで学校運営を支援する活動

9　地域の歴史や自然、文化等に関連した展示を説明する活動

ー3－

90　100（％）

37．1％

27．2％

27．0％

22．2％

21．6％

21．3％

19∴8％

17．0％

16．6％

（平成20年5月　内閣府）



企業従業員の自己啓発の手段と問題点

1　自己啓発の手段

D lO　　　　宜）　　　刀　　　　伯　　　　沿喘）

ラジオーテレビ・専門雷・インター
ネットなどに上馬白単一自習

社内の自主的な飽陰金・研究会J、の奉加

民而敵背割線眉間磯習会・セミナーへの参加

社外の勉強会・研究会への参加

遷盾教育の受話

公共株巣能力胃発給童妙）胞の受貞義

専修学校・各薗草校の薦直の受jt

高専専門学喉一大単一大学促の漬直の安濃

その他

2　自己啓発の問題点

0　10　　20　　30　　40　　9）　的　　職　　的（沿

仕事が忙しくて自己昏語
の余格がない

費用がかかりすぎ占

白己卑語の緒翼が社内で評缶されない

適当な畿寓割線牒閏が見つからない

帥和　取蛸・早退等が会社の
都合でできない

セミナー等の廿織が紺こくい

有事・青兜椚亡しくて
自己昏賢の余程匝†ない

との上うなコースが自分の目線す
牛やリアに適切なのかわからない

やるべきこと蛸からない

コース受三貴や資格綿の納黒が
定かでない

その他

（資料：厚生労働省r能力開発基本調査」平成19年度）
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地域のつながりの希薄化 地域の教育力

⑳地域のつながりの希薄化の影響　～①地域の教育力の低下～

・近所付き合いの減少、地域に対する親近感の希薄化などにより、地域の教育

力が低下したと考える人が多い。

自分の子とも時代と比べて地域の教育力は低下していると考えている人が多い

個人主義が浸透してきているので
（他人の関与を歓迎しない）

地域が安全でなくなり、子どもを他人と交流
させることに対する抵抗が増しているため

近所の人々が親交を深められる機会が不足しているので

人々の居住地に対する親近感が希薄化しているので

母親の就労が増加しているので

高層住宅（マンション）の普及など居住形態が変化しているので

（％）

以前に比べて低下している

0－　10　　20　　30　　40　　50　　60（％）

（備考）1．文部科学省「地域の教育力に関する実態調査」（2006年）により作成。
2．回答者は、小学2年生、5年生、中学2年生の子どもの保護者2，888人。

（平成19年版国民生活自書）
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地域のつながりの希薄化　一　子育ての相談

⑳地域のつながりの希薄化の影響　～（訂子育て支援機能は十分果たされていない～

・地域による子育て支援機能として、子育ての不安や鱒みの相談や、子育て
する表族の時間的制約を緩和する活動などが期待されている。

・宇どもを通じた付き合いは減少傾向にあり、親が子育ての悩みを相談する

仲間が持ちにくくなっていると考えられる。

芸2一三一三：言 地域においては悩みを気軽に相談できる活動が最も望まれている

子育てに関する悩みを
気軽に相談できるような活動

子育てをする親同士で話ができる
仲間づくりの活動

子育てに関連した情報を
簡単に入手しあえるような活動

不意の外出の時などに
子どもを預かる活動

子育て家庭の家事を
支援する活動

子どもにスポーツや勉強を
教える菜勧

子どもと遊んでくれる活動

0　　　10　　　　20　　　　30　　　　40　　　　50　　　　60（％）

（備考）1．内閣府「少子化対策に関する特別世論調査」（2004年）により作成。
2．回答者は、全国の20蝮以上の者2．108人。

子どもを通じた行き来は減少している

0　　　　　　　　　20 80　　　　　　100（％）

よく行き来　ある程度行き来　あかノ行き来　　ほとんど行き来
している　　　している　　　　していない　　　していない

あてはまる人がいない

（備考）1．内閣府「国民生活選好度調査」（2000、2007年）により特別集計。

2．子とも机、る人にういてのみ集計している。

3．回答者は、2000年は全国の15痘以上70綾未満の男女2，829人、2007年は全国の15歳以上80歳未満の男女

2．384人（無回答を除く）。

（平成19年版国民生活自書）
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住んでいる地域に元気がない理由

住んでいる地域に元気がない理由（複数回答）

・子どもや若い人が減っている

・商店街などまちの中心部のにぎわいがうすれている

・地域を支える産業が衰退している．

・人口が減っている

子どもや若い人が減っている

商店街などまちの中心部のに
ぎわいがうすれている

地域を支える産業が衰退して
いる

人　口　が　減　っ　て　い　る

就職する機会や職場選択の余
地が少ない

祭りやこども会など地域の活
動を熱心にやる人がいない

スポーツ施設や美術館など余
暇を楽しめる場所が少ない

そ　　　　　の　　　　　他

特　　　に　　　な　　　い

わ　　か　　ら　　な　　い

61．0％

50．8％

40．3％

29．8％

（住んでいる地域が「元気がない」とする者に，複数回答）

0　　　10　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　　　70　（％）

（資料：内閣府「地域再生に関する特別世論調査J平成17年度）
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